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１. 序論  

介護保険制度(2000)が導入され、在宅介護を支援する通所介護施

設や訪問介護事業所等の新規供給が進み、施設定員 10 名以下の小規

模通所介護施設の供給が増大している。運営主体は社会福祉法人を

はじめ、介護保険制度導入を直接的契機とした民間企業の参入が急

増し、2009 年には 9,700 施設と全体の約 4 割を占めるに至り、医療

法人や NPO 等の参入も増加傾向にある。小規模施設の新規供給量の

急増や運営主体の多様化は、施設立地･利用圏構成、利用圏内の高齢

者人口に対する施設定員の水準(以下、施設利用水準と称す)に変化

をもたらしており、こうした動向を把握し通所介護施設整備の成果

と課題を整理することは今日的課題として位置付けられる。 

既往研究には、施設の整備実態把握、整備水準評価、最適配置計

画の提案等の研究 1-4)や、需要特性、利用行動特性に関する研究成

果 5)がある。一方サービスの地域格差問題に関し、施設立地の偏在

や充足度の格差を指摘した研究 6-7) 等の成果があるが、人口減少と

高齢化が顕著な地方県全域を対象に、介護保険制度導入後の施設立

地と利用圏構成、施設利用水準等を検討した研究は少ない。関連し

て筆者らは人口減少と高齢化が進行している山口県を対象に、平成

の大合併以後の自治体を分析単位とし、2000 年以降の施設立地と施

設利用水準の変化に関し報告した 8)。但し、通所介護では車による

送迎が一般的で送迎時間の制約から利用圏が限定されるため、施設

毎の利用圏を単位とした分析が課題として残されている。 

 そこで本論では、ボロノイ分割注１)により施設単位の利用圏を設

定した上で、各利用圏の面積･施設利用水準･送迎距離を指標に利用

圏特性を整理するとともに、施設の運営主体･運営形態と利用圏特性

の関係を明らかにすることを目的とし、その知見をもとに地域施設

計画論の観点から高齢者通所介護施設の利用圏構成と施設配置の課

題について考察する。尚、分析に使用した資料は、WEB サイト:山口

県保険情報総合ガイド/サービス事業所データベース/通所介護注２) 

(山口県長寿社会課)、国勢調査結果(1985-2010)、国立社会保障･人 

   
図 1 山口県の高齢者人口推移   図 2 山口県の通所介護施設数 

 

口問題研究所:将来推計人口(2010-2035)である。 

 

２．山口県の高齢者人口と通所介護施設数の推移 

山口県の人口は 1985 年の 160 万人から 2035 年には 110 万人に減

少すると推計されている(図 1)。一方、65 歳以上人口は 1985 年の

21 万人から 2020 年には 46 万人に倍増し以後漸減するが、高齢化率

は総人口の減少に伴い 2035 年には 37%に達し、また 75 歳以上人口

も 8.3 万人(1985)から 2025 年には 27.7 万人と 3 倍以上に増加する

と推計されており、今後 10-15 年間は高齢者の福祉サービス需要は

さらに増加するものと予測される。 

次に高齢者通所介護施設数の推移を図 2 に示す。1999 年以前は

16.8 施設/年程度の供給量で、1999 年時点の全施設数は 63 であった

が、2000 年の介護保険制度導入後供給量が増大し、2000-04 年には

152 施設、介護保険制度改正後の 2005-09 年には 240 施設が新規供

給され、2009 年末時点の施設総数は 457 に達している。利用定員注

３)は1999年までは中規模施設(利用定員11-30人)が大半を占めてい

たが、2000-04 年には中規模施設に加え大規模施設(利用定員 31 人

以上)と小規模施設(利用定員 10 人以下)の供給量が増加した。2005

年以降は小規模施設が大幅に増加し新規供給の 5 割を占めるが、こ

れは 2006 年の介護保険法改正により在宅介護サービスが推奨され、 
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 図 3 利用圏面積と人口密度   図 4 利用圏面積と送迎距離  

 

 

     図 5 利用圏の面積・施設利用水準・送迎距離の度数分布 

 

地域密着型の小規模施設が増加したためと考えられる。 

 

３．施設の利用圏構成 

3.1 施設利用圏と面積 

高齢者が通所介護サービスを利用する際、距離的に近接した施設

を利用するものと仮定し、居住地(任意の地点)から施設までの直線

距離が最短となる領域を利用圏として設定するボロノイ分割を用い

て各施設の利用圏を定義する。利用圏面積の度数分布を図 5(a)に示

す。施設が都市部に集積立地しているため 100ha 未満の利用圏が 2

割、100－200ha が 2 割を占めるが、一方で広範な中山間地域を抱え

るため、300ha を超える広域な利用圏を構成する施設も 5 割存在す

る。この利用圏面積と人口密度の関係を図 3 に示すが、両指標には

明瞭な関係が認められ、人口密度が低くなるに従い利用圏面積が広

くなり、特に高齢者人口密度が 2.5 人/ha 以下になると利用圏面積

が大幅に拡大する傾向が認められる。 

3.2 施設利用水準 

 各利用圏への人口配分には国勢調査小統計区人口データ(2010

年)を用い、面積按分法注４）により各ボロノイ領域に配分し、施設利

用定員と利用圏の 75 歳以上人口注５）を用いて施設利用水準(＝施設

定員／利用圏の 75 歳以上人口×1000)を算出した。施設利用水準の

度数分布を図 5(b)に示す。75 歳以上人口 1000 人当たり施設定員は

50 人以下が最も多く全体の 46％を占めるが、50－200 人の範囲で 2

割、200 人以上の水準の高い利用圏も 2 割存在し、利用圏による水

準格差が認められる。 

 次に利用圏毎の施設利用水準の分布を図 6 に示す。施設の集積が

進む都市部の面積の狭い利用圏では、水準が 200 以上に集中する傾

向が認められるが、中山間部に位置する利用圏では水準の高い利用

圏と低い利用圏が混在しており、利用圏面積との相関はあまり見ら

れない。これは利用圏面積と高齢者人口密度が同一でも施設定員が

異なる場合には施設利用水準に差が生じるためである。 

 利用水準(/1000)

 

図 6 利用圏の施設利用水準 

 

 

 

図 7 利用圏の送迎距離 

 

3.3 施設の送迎距離 

通所介護では送迎サービス利用が一般的で、要介護の程度によっ

ては、移動距離･時間の増加により利用者の身体的精神的負担が大き

くなるものと考えられる。また送迎コストも距離の増加に比例する

のが一般的である。そこで本論では送迎効率の指標として、利用者

1人当り送迎距離(＝利用圏内居住高齢者の内施設定員数が1回の車

の送迎により施設に到達するのに要する距離/施設定員) 注６)を用い

る。送迎距離の度数分布を図 5(c)に示す。0.5Km 以下が最も多く全

体の 47％を占め、0.5－1.5Km の範囲で 4 割に及ぶが、1.5Km 以上利

用圏も 1 割存在し送迎距離の格差が存在する。 

利用圏面積と送迎距離の関係を図 4 に示すが、利用圏面積が広く

なると定員数が少ない程送迎距離が長くなる傾向にあり、定員 10

名以下の小規模施設では利用圏面積が350ha以上になると1Km/人を

超え大幅に増加している。一方、利用圏面積が狭い場合には定員数

による送迎距離の差はそれほど見られない。また送迎距離分布を図

7 に示すが、中山間地域に位置する面積の広い利用圏の大部分は送

迎距離が 1.5Km 以上と長く送迎効率が低いのに対し、面積の狭い都

市部の利用圏の大半は送迎距離が 0.5Km 未満と短く送迎効率の高さ

を示している。 

 

４．施設利用圏・運営形態の類型化と分布特性 

4.1 利用圏の類型化と分布 

 各施設の利用圏構成の特性を整理するため、利用圏面積･定員密

度･人口密度(75 歳以上)･送迎距離を指標にクラスター分析を行い、 

a) 利用圏面積(100ha)        b) 施設利用水準(/10000)           c) 送迎距離(km) 
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表 1 施設利用圏の類型別平均値 

 

農漁村立地型

施設利用
水準

 

 

 
農漁村立地型

 

           図 8  施設利用圏の類型分布 

  

施設利用圏を 4 分類した。各類型の指標平均値を表 1 に示す。都市

立地型(117 施設)は利用圏面積が 110.4ha と最も狭く、高齢者人口

密度(6.0 人/ha)が高いものの定員密度(0.23 人/ha)も高いため、充

足度は 50.7 と高い。送迎距離も 0.3km/人と短く送迎効率が最も高

いタイプである。都市周辺立地型(111)は利用圏面積が 432.3ha と広

くなり、逆に高齢者人口密度は 1.0 人/ha、定員密度も 0.09 人/ha

に低下し、送迎距離も 0.4km/人と長くなる。施設利用水準は 241.3

で都市立地型よりも格段に高いが、これは高齢者人口密度に対し定

員規模の大きな施設が多く、定員密度が高いためである。 

農漁村立地型(167)は利用圏面積が 1065.2ha とさらに広くなり、

高齢者人口密度は 0.7 人/ha で、定員密度も 0.02 人/ha と大幅に低

下するため、送迎距離は 0.9km/人と長い。施設利用水準は 43.2 と

最も低い。中山間地域立地型(62)は利用圏面積が 6040.2ha と最も広

く、一方高齢者人口密度は 0.1 人/ha と低くかつ送迎距離は 2.1km/

人と長い。定員密度が 0.004 人/ha と最も低いため、施設利用水準

は 47.9 と農漁村立地型同様低い。 

次に利用圏類型の分布を図 8 に示す。都市立地型は人口密度が高

い沿岸部平地の都市地域に集積立地し、都市周辺立地型は都市地域

に近接しており、農漁村立地型は瀬戸内海側の農村地域･島嶼部が多

いのが特徴である。一方中山間地域立地型は 62 件と施設数は少ない

が利用圏面積が広いため、県中央部の人口密度が低い中山間部の広

範囲な地域に分散立地している。 

4.2 運営形態の類型化 

運営主体･施設定員･建築形態･設立時期を指標に数量化Ⅲ類分析

を行なった。カテゴリースコアを表 2 に示すが、Ⅰ軸は設立時期

(1999 年以前)･運営主体(社会福祉法人)･定員(11 名以上)が正の値、

建築形態(新設)、運営主体(営利法人)、設立時期(2000 年以降)が負

の値をとり、1999 年以前設立の社会福祉法人による運営と 2000 年

以降増加している営利法人による運営形態を示す軸と解釈される。

Ⅱ軸は運営主体(医療法人)･定員(11 名以上)･建築形態(改修･併設) 

表 2 数量化Ⅲ類分析のカテゴリースコア 

 

  

表 3 施設運営形態の分類結果 

 
 

･設立時期(2000 年以降)が正の値、その他が負の値をとり、医療法

人による施設運営形態を示す軸と解釈される。Ⅲ軸は運営主体(社

協･NPO･自治体･農協･生協)、定員(11 名以上)･建築形態(新設)等が

正の値をとり、2000 年以降増加している新たな主体による運営形態

を示す軸と解釈される。 

次にⅢ軸までのカテゴリースコアを指標にクラスター分析により

施設形態を 7 分類した結果を表 3 に示す。G1,2,3 の運営主体は全て

社会福祉法人で、G1(56/457)は全て 1999 年以前に設立された中規模

以上の施設で、大半は既存施設の改修･併設(96%)により設置されて

いる。G2(67)は全て 2000 年以降に改修･併設により設置された中規

模以上の施設である。G3(25)は全て 2000 年以降に設立され、主に小

規模施設(64%)である。G4(55)の運営主体は全て医療法人で、主とし

て 2000 年以降に改修･併設により設立された中規模以上の施設であ

る。G5,6 は全て 2000 年以降に設立された営利法人による施設で施

設数が最も多く、G5(94)は中規模以上、G6(93)は小規模施設である。

G7(67)の運営主体は社協･NPO･自治体･農協･生協等の非営利組織で、

大半が 2000 年以降に設立された施設である。 

4.3 利用圏構成と施設運営類型の関係 

利用圏構成と施設運営類型の関係を図 9 に示す。都市立地型では、

2000 年以降に設立された施設が 9 割以上と大半を占め、中でも営利

法人が 5 割と他の類型と比較し高く、かつ小規模施設が 27％と多い

のが特徴で、社会福祉法人の場合も小規模施設が相対的に多い。都

市部では高齢者が増加しデイサービスの需要増加が見込まれ、高齢

者人口密度が高く送迎時間コストが削減可能な点が施設立地を促し

ている要因と考えられる。都市周辺立地型は、2000 年以前設立の社

会福祉法人が 18%と高く、2000 年以降は中規模以上の営利法人

(33%)・社会福祉法人(14%)及び医療法人(16%)による施設供給の割合

が高いのが特徴で、一方社会福祉法人(5%)と営利法人(1%)による小

規模施設の供給は他の類型と比較して共に少ない。これより 2000

年以前･2000 年以後とも定員規模の大きな施設立地が進んだ都市周 
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農漁村立地型

 

図 9 利用圏構成と施設類型の関係 

 

辺地域として位置付けられる。 

農漁村立地型では、高齢者人口密度が低いため利用圏が広く送迎

効率も低いが、高齢化率が高く需要が高いため、都市立地型同様

2000 年以降に設立された施設が 9 割以上を占め、中でも営利法人が

5 割と高く、小規模施設が 26%と多いのが特徴であるが、社会福祉法

人の場合には都市立地型と比較し中･大規模施設の割合が高い点が

指摘される。中山間地域立地型は社会福祉法人の割合が 5 割と高く、

中でも2000年以前設立の社会福祉法人の割合が約2割と高いのが特

徴で、その他の非営利法人(15%)を合わせると全体の 6 割以上を占め

る。農漁村立地型と比較すると営利法人の割合が低く、過疎中山間

地域における施設新設の場合の経営採算性の厳しさが推測される。 

 

５.  結論 

本論では山口県を対象に、ボロノイ分割により通所介護施設の利

用圏を設定し、施設利用水準･送迎距離と運営主体を指標に施設立地

と利用圏特性の関係について検討した。 

都市地域の施設利用圏はサービス水準･送迎効率とも高く、営利法

人の運営主体が 5 割以上を占め、特に小規模施設の立地集積が進行

しており、今後も需要増加が見込まれるため 8)この傾向は継続する

ものと考えられる。また都市周辺部や農漁村地域では、社会福祉法

人の割合が 3 割程度と高く、特に都市周辺立地型の場合には需要増

加に伴い定員規模の大きな施設立地が急速に進み施設利用水準は最

も高い。これに対し中山間地域では、都市部と比較すると社会福祉

法人や非営利法人の施設立地が 6 割以上と高く営利法人の新規参入

が少ないため、現状でも利用圏面積は広く施設利用水準･送迎効率は

共に低い段階にある。 

以上、利用圏が広い小規模施設新設の場合には、用地取得･建設費

の借入返済と施設運営の人件費･送迎コストが高くなる経営採算性

の問題が存在するため、需要増加が見込めない過疎地域ほど営利法

人による新設が進まず、社会福祉法人等による併設型の整備が主と

ならざるを得ない状況が存在する。従って中山間地域や大規模施設

のみ立地する農漁村地域においては、社会福祉･医療法人による特養

等の施設に併設される定員規模が大きく設備が充実した基幹施設を

核とし、用地取得と施設建設コストが不要な既存建築借上げ型の小

規模施設を組み合わせたサービスネットワーク 9)を構築することが、

総体的なサービス水準の向上や送迎距離の短縮とともに、施設経営

の安定性･採算性を確保する有効な方法として展望される。 
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注 

注１)ボロノイ分割は、平面上に配置された

複数の施設を各母点として、最も近い母

点に対して分割する手法で、分割領域は

母点施設について、領域内の任意の地点

から直線的距離において施設が最短とな

る圏域を示す。 

注２)対象施設は通所介護(396)･認知症対応 付図 1 ボロノイ分割の方法        

型通所介護(53)･小規模多機能型居宅介護(8)で、通所リハビリテーション･

療養通所介護･共用型デイサービス等は含まない。尚、同一敷地内の複数施

設は定員を含め１施設と見做し利用圏を設定した。また小規模多機能型居

宅介護の利用圏は原則同一自治体内で、ボロノイ分割による利用圏とは一

致しないが、事例数が少ないため本論ではボロノイ分割を準用する。 

注３)施設定員は施設の種類や介護職員数により異なるが、本論は全県域を対

象としたマクロ分析のため、施設数の多い通所介護の定員と職員数の規定

を基準とし、施設規模を 10 名単位で区分する。定員 10 名以下の職員数は

3 名、11 名以上では看護師資格を有す看護職員 1 名の配置が必須条件で、

かつ定員 5 名毎に介護職員１名の配置が規定されているため、定員 10 名以

下を小規模施設とする。定員 11 名以上に関しては、対象施設の定員規模が

11 名から 50 名まで幅広く分布するため、中間値の 30 名を基準に中規模･

大規模施設に区分する。但し、施設の種類を考慮した立地分析の場合には、

施設種類毎の定員を反映した規模区分が求められるが、この点に関しては

今後の課題としたい。 

注４)面積按分法は、1 区域(町丁村)内で人口が一様に分布しているものと仮

定し、ボロノイ分割によりある区域が 2 つ以上の領域に分割されたとき、

その面積比に従い分割された各領域に人口を配分する方法である。１区域

の面積 Sn 内の人口を Pn、面積 Sn’内の人口を Pn’として、Sn:Sn’= Pn:Pn’か
ら Pn’=Sn’×Pn÷Sn を算出し、領域内の人口ΣPn’を算出する。利用圏人口

＝Σ(利用圏面積／町丁目面積×町丁目人口) 

注５)筆者らの既往調査によれば、山口県内の通所介護施設(6 施設)の利用登

録者(177 名)のうち 75 歳以上の高齢者が全体の 93.2%を占めていたため、

本論では 75 歳以上高齢者に対するサービス水準を分析指標とする。 

注６）利用圏面積Ｓを同面積 

 の方形に変換する。1 人当 

たり面積をＳ’＝Ｓ÷定 

員数とし、Ｓ’を半径ｒ＝ 

√(Ｓ’÷π)の円と仮定し     付図 2 送迎距離の算定方法 

定員数の円を方形に内接させ、円の中心を線分で結んだ長さを送迎距離延

長と定義すると、送迎距離延長はＬ＝2ｒ×定員数となり、一人当たり送

迎距離(km/人)Ｌ’= 2ｒが算出される。従ってＬ’は一人当たり面積の平

方根に比例する値となる。本論ではこの送迎距離を送迎効率の指標とする。 
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